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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成していないので，中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については，記載し

ていない。 

２ 売上高には，消費税等は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については，潜在株式がないため記載していない。 

４ 純資産の算定にあたり，平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ている。 

  

回次 第98期中 第99期中 第100期中 第98期 第99期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 2,589 2,972 2,912 5,318 5,750

経常利益 (百万円) 139 118 180 233 281

中間(当期)純利益 (百万円) 137 117 100 228 242

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) 6 4 3 14 5

資本金 (百万円) 503 503 503 503 503

発行済株式総数 (千株) 7,843 7,843 7,843 7,843 7,843

純資産額 (百万円) 1,283 1,510 1,700 1,389 1,686

総資産額 (百万円) 4,219 4,648 5,034 4,981 4,758

１株当たり純資産額 (円) 164.26 193.62 218.13 177.57 215.46

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 17.58 15.09 12.83 28.69 30.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 30.4 32.5 33.8 27.9 35.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 99 229 451 34 245

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △18 △51 △23 △75 △45

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △69 △102 △68 83 △80

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 324 431 834 355 475

従業員数 (人) 193 196 199 196 199



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において，当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について，重要な変更はな

い。また，主要な関係会社における異動もない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において，重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は中央製作所労働組合と称し，上部団体に加入せず穏健な動きを示しており，平成18年９月30日

現在組合員数は 134名である。 

労働協議会は毎月１回開催され，労使間の意思の疎通を図っている。 

  

従業員数(人) 199 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は，原油価格の高騰や，金利上昇などの懸念材料はあったものの，企業収益

の改善に伴う民間設備投資の増加に加え，雇用や所得環境にも改善が見られるなど，景気は回復基調の中で推移し

た。 

このような経営環境のもとで当社では，現有商品・技術の特徴を生かし，国内ならびに海外の既存市場から着実

な受注の確保を図りながら，新技術・新商品の開発にも注力し，新規市場への参入を目指した。その結果，当中間

会計期間の受注総額は2,832百万円（前年同期比0.4％減）と，ほぼ前年同期と同額となったものの，売上総額は

2,912百万円（前年同期比2.0％減）と若干減少した。 

主な商品別セグメントの業績は，以下のとおりである。 

（電源機器） 

めっき用電源や，電着塗装用電源としての用途が主体の自動車業界をはじめ，電子部品業界等の既存市場から

の受注確保を図るとともに，大型電着塗装用電源装置や電力向けインバータ電源装置，汎用タイプの小型電源装

置等について，製品コストの見直しも含めた改良・開発にも注力したほか，分散電源・配電系統等の効率化を意

図した機器類・システムの開発に継続して力を注いだ。その結果，受注高は831百万円（前年同期比0.0％減）と

ほぼ前年同期と同額を確保し，売上高は977百万円（前年同期比18.3％増）と増加した。 

（表面処理装置） 

国内外で業績が好調に推移している自動車業界をはじめ，建設機械や電子部品関連業界等へ積極的に営業活動

を展開し，受注確保に努めたが，受注高は573百万円（前年同期比14.3％減）と減少した。売上高については722

百万円となり，上期に売上が集中した前期に比較すると15.0％の減少となった。 

（電気溶接機） 

当社の主要顧客である自動車関連企業への営業活動を重点的に行い，受注確保に意を注ぐとともに，海外市場

からの受注確保にも更なる努力を傾注した。その結果，受注高は486百万円（前年同期比16.8％減），売上高は

472百万円（前年同期比20.1％減）となり，前年同期との比較ではいずれも減少したが，表面処理装置と同様に，

前年同期は当該製品の受注・売上がその前の年の同期に比べ，受注では３割超，売上では４割に近い伸びを示し

ていたので，当中間会計期間の受注高・売上高は，ほぼ見込みどおりとなった。 

（環境機器） 

表面処理装置に付帯する排水処理装置が増加したほか，三価クロメート薬液管理装置等の関連機器の受注も比

較的好調であったため，受注高は209百万円（前年同期比52.5％増），売上高は218百万円（前年同期比43.7％

増）といずれも伸長した。 

（電解加工機） 

主力ユーザーである自動車部品業界の精密機械加工や，半導体部品の電解研磨による品質向上等に寄与すべく

積極的に提案営業を展開する一方，電解液のろ過能力の向上や中和による液交換周期の伸長等の新機能を全ての

商品に標準装備するなど，顧客ニーズを充分反映した商品とするべく努めた。その結果，受注高は121百万円（前

年同期比13.4％増）と増加したが，売上高は124百万円（前年同期比11.2％減）と減少した。 

  

続いて収益面では，当中間会計期間も安定した受注を確保しつつ，新規市場の開拓を目指し，製品開発に取り

組む一方，製品コストの格段の低減や，諸経費の節減等に全社一丸となって取り組んだ。その結果，当中間会計

期間の経常利益は，前年同期に比し51.4％増の180百万円と増加したが，今期より法人税法上の繰越欠損金の解消



に伴う税負担もあり，中間純利益は100百万円（前年同期比15.0％減）と減少した。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間のキャッシュ・フローについては，営業活動により451百万円増加し，投資活動により23百万円減

少し，財務活動により68百万円減少し，この結果，現金及び現金同等物は359百万円の増加となり，期末残高は834

百万円（前年同期比93.4％増）となった。 

当中間会計期間の各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動に伴う資金は，売上債権が増加したものの，仕入債務も増加したことにより，前年同期比で収入が222

百万円増加し451百万円（前年同期比96.9％増）の収入となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に伴う資金は，当中間会計期間においては設備投資に伴う支出が減少した結果，前年同期比で支出が

27百万円減少し23百万円（前年同期比54.7％減）の支出となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に伴う資金は，当中間会計期間は長期借入金の返済が減少したことにより前年同期比で支出が33百万

円減少し68百万円（前年同期比32.7％減）の支出となった。 

  

  



２ 【生産，受注及び販売の状況】 

（1） 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を機種別に示すと，次のとおりである。 

  

（注） １ 金額は，販売価格によっている。 

 ２ 上記の金額には，消費税等は含まれていない。 

  

（2） 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を機種別に示すと，次のとおりである。 

  

（注） 上記の金額には，消費税等は含まれていない。 

  

機種別 生産高（千円） 前年同期比（％） 

電源機器 898,187 5.5 

表面処理装置 759,652 △0.8 

電気溶接機 473,484 △19.3 

環境機器 216,512 41.2 

電解加工機 93,953 △19.3 

その他 423,512 △11.2 

合計 2,865,300 △2.9 

機種別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

電源機器 831,674 △0.0 296,818 △29.6 

表面処理装置 573,839 △14.3 527,479 △27.8 

電気溶接機 486,286 △16.8 186,006 △21.5 

環境機器 209,307 52.5 63,961 28.1 

電解加工機 121,508 13.4 95,240 109.2 

その他 610,026 18.6 234,938 26.0 

合計 2,832,642 △0.4 1,404,442 △15.9 



（3） 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を機種別に示すと，次のとおりである。 

  

（注）１ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出販売高及び輸出割合は，次のとおりである。 

  

 ２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は，次のとおりである。 

  

 ３ 上記の金額には，消費税等は含まれていない。 

  

機種別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

電源機器 977,884 18.3 

表面処理装置 722,146 △15.0 

電気溶接機 472,024 △20.1 

環境機器 218,163 43.7 

電解加工機 124,313 △11.2 

その他 397,957 △3.7 

合計 2,912,488 △2.0 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 

348,175 11.7 369,268 12.7 

輸出先 前中間会計期間（％） 当中間会計期間（％） 

アジア 86.5 93.3 

アメリカ 13.5 6.7 

合計 100.0 100.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において，当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において，経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社が世間に誇れ差別化し育ててきた技術は，電気・電子の技術を主軸として，機械・化学等の要素技術を複合し

た「ケミメカトロニクス技術」である。こうした分野の新しい事業分野の開拓を図るとともに，顧客のニーズに的確

に応える商品の開発・改良に努めている。 

現在これらへの取り組みは技術部門の研究開発部・製品開発部及び必要に応じて編成するチームが行っており，新

たな技術的研究課題は研究開発部が，技術的に既存商品の延長線上にあるものはその商品を担当する製品開発部の設

計部門ならびに個別に編成する開発推進チームがそれぞれ担当している。当中間会計期間は，技術的研究課題・既存

商品のモデルチェンジ等７つのテーマに取り組んできた。 

（電源機器部門） 

当社のコア商品である電源機器は，表面処理用のHVS型及び電着塗装用のMBCH型のモデルチェンジを進めてきてお

り，下期には市場へ投入していく予定である。めっき用パルス電源とともに，表面処理用電源のモデルチェンジで

本市場でのシェアアップを目指す。 

一方，エネルギー分野への市場開拓を目的として引き続いて幾つかのテーマで開発を進めている。 

（表面処理装置部門） 

表面処理装置は，環境対応や新技術開発で新しい技術の確立に向けた開発を進めてきた。特にプリント板業界向

けのめっき装置の要素技術開発に力を注いできた。プリント板業界向けのめっき装置では，ラックレスタイプの装

置において0.1～3.2ｍｍまでのリジッド基板に対応した装置の技術的確立を図った。今後，業界へ向けた販売を積

極化していく。また，表面処理業界のニーズに対応した管理装置のモデルチェンジを終えフィールドテストに入っ

た。来期には市場への投入を図っていく予定である。 

（電気溶接機部門） 

電気溶接機業界では，その技術力のステイタスシンボルともいわれる溶接電流計やコントローラであるタイマを

当社は製品としてラインアップしている。現在，汎用スポット溶接機とともにこれらのモデルチェンジも進めてい

る。来期には，揃って市場へ投入する予定である。 

なお，当中間会計期間に投入した研究開発費は54百万円，当中間会計期間に取得した特許権は２件であった。平

成18年９月30日現在保有する特許権ならびに実用新案権は，国内・国外合わせて23件である。（実用新案について

は，法改正後，出願を取りやめているので保有件数は０件となった。）また，当中間会計期間に出願した特許は２

件である。 

 （特許 保有23件 内当期取得２件    実用新案登録 保有０件 内当期取得０件  

  外国 保有０件  内当期取得０件    商標  保有20件） 

  

（注） 上記金額には，消費税等は含まれていない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において，主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設，除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画は，次のとおり当中間会計期間に完了した。 

(注) 上記の金額には，消費税は含まれていない。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において，新たに確定した重要な設備の新設等はない。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において，経常的な設備の更新のための除却等を除き重要な設備の除却等はない。 

  

  

事業所名   

(所在地) 
事業部門の名称 設備の内容 投資額(千円) 完了年月 完成後の増加能力 

本社工場 

（名古屋市 

瑞穂区） 

社内全部門 
社内ＬＡＮの拡充・

工場環境整備 
25,000 平成18年９月 

日程管理の精度向上 

を図るため，能力の 

増加は殆どなし 



第4 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数，資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 7,843,000 7,843,000
名古屋証券取引所
市場第二部 

― 

計 7,843,000 7,843,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 ― 7,843 ― 503,000 ― 225,585



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) (財)後藤報恩会は，社会福祉事業に関する助成及び教育・文化の向上に寄与することを目的として設立され 

た法人であり，運営資金は，所有資産から生ずる収入により賄われ当社とは会の運営・資金等の関連はない。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」には当社所有の自己株式 253株を含めている。 

「完全議決権株式(その他)」の普通株式には，証券保管振替機構名義の株式が 5,000株(議決権５個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年９月30日現在 

  
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

後藤安邦 名古屋市昭和区 818 10.43

株式会社 日工 愛知県知立市山町中畑１５ 563 7.17

株式会社 ヤマサンコーポレー
ション 

名古屋市昭和区御器所通３－１５－２ 468 5.96

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 336 4.28

財団法人 後藤報恩会 名古屋市昭和区汐見町４－１ 297 3.79

株式会社 ミヨシ 名古屋市昭和区御器所通３－１５－２ 249 3.18

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 219 2.79

中央三井信託銀行 株式会社 東京都港区芝３－３３－１ 212 2.70

朝日火災海上保険 株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 187 2.39

後藤米子 名古屋市昭和区 178 2.27

計 ― 3,529 45.00

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 46,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
    7,631,000 

7,631 ― 

単元未満株式 
普通株式  
     166,000 

― ― 

発行済株式総数 7,843,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 7,631 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱中央製作所 

名古屋市瑞穂区内浜町 
24番１号 

46,000 ― 46,000 0.59

計 ― 46,000 ― 46,000 0.59



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は，名古屋証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はない。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 349 342 307 290 280 259

最低(円) 315 323 265 235 230 230



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお，前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき，当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してい

る。 

  

２ 当社は，証券取引法第193条の２の規定に基づき，前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表については，中央青山監査法人により中間監査を受け，当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間財務諸表については，みすず監査法人により中間監査を受けている。 

なお，従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は，平成18年９月１日に名称を変更し，みすず監査

法人となった。 

  

３ 当社は，子会社を有していないため，中間連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令

第24号)による中間連結財務諸表は作成していない。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２ 858,651   1,111,640 752,204   

２ 受取手形 ※３ 999,658   1,307,802 1,021,783   

３ 売掛金   1,052,423   900,997 1,164,450   

４ たな卸資産   660,585   514,250 545,105   

５ その他   36,866   28,118 37,911   

 貸倒引当金   △6,895   △4,765 △6,575   

流動資産合計    3,601,290 77.5 3,858,044 76.6   3,514,880 73.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物   207,703   201,522 200,293   

(2) その他   208,704   200,893 205,170   

有形固定資産合計    416,407 8.9 402,416 8.0   405,464 8.5

２ 無形固定資産    48,827 1.1 59,909 1.2   51,239 1.1

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 287,685   307,653 372,250   

(2) 投資保険料   243,949   270,497 266,890   

(3) その他 ※２ 69,014   150,527 162,153   

(4) 貸倒引当金   △18,440   △14,391 △14,391   

投資その他の資産 
合計    582,208 12.5 714,287 14.2   786,901 16.5

固定資産合計    1,047,443 22.5 1,176,612 23.4   1,243,605 26.1

資産合計    4,648,733 100.0 5,034,656 100.0   4,758,486 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ※３ 1,006,831   1,078,017 818,491   

２ 買掛金   218,731   267,512 239,063   

３ 短期借入金 ※２ 912,204   879,988 879,988   

４ 未払費用   251,114   271,645 253,584   

５ 未払法人税等   5,297   81,120 36,420   

６ その他   52,440   70,624 109,777   

流動負債合計    2,446,618 52.6 2,648,907 52.6   2,337,325 49.1

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 136,673   161,691 191,685   

２ 繰延税金負債   37,201   45,797 70,451   

３ 退職給付引当金   517,665   477,565 472,904   

固定負債合計    691,539 14.9 685,054 13.6   735,041 15.5

負債合計    3,138,158 67.5 3,333,961 66.2   3,072,367 64.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    503,000 10.8 ― ―   503,000 10.6

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   225,585   ― 225,585   

２ その他資本剰余金   ―   ― 74   

資本剰余金合計    225,585 4.9 ― ―   225,660 4.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   112,229   ― 112,229   

２ 任意積立金   350,000   ― 350,000   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   204,977   ― 330,138   

利益剰余金合計    667,207 14.3 ― ―   792,367 16.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    120,641 2.6 ― ―   171,837 3.6

Ⅴ 自己株式    △5,858 △0.1 ― ―   △6,746 △0.1

資本合計    1,510,575 32.5 ― ―   1,686,119 35.4

負債資本合計    4,648,733 100.0 ― ―   4,758,486 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 503,000 10.0   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   225,585 ―   

(2) その他資本剰余金   ―   74 ―   

資本剰余金合計    ― ― 225,660 4.5   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   112,229 ―   

(2) その他利益剰余金          

特別積立金   ―   450,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   285,527 ―   

利益剰余金合計    ― ― 847,757 16.8   ― ―

４ 自己株式    ― ― △7,404 △0.1   ― ―

株主資本合計    ― ― 1,569,012 31.2   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

 その他有価証券 
 評価差額金    ― ― 131,682 2.6   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 131,682 2.6   ― ―

純資産合計    ― ― 1,700,694 33.8   ― ―

負債純資産合計    ― ― 5,034,656 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    2,972,380 100.0 2,912,488 100.0   5,750,864 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３  2,260,295 76.0 2,225,581 76.4   4,382,941 76.2

売上総利益    712,084 24.0 686,907 23.6   1,367,923 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３  587,328 19.8 500,370 17.2   1,078,926 18.8

営業利益    124,755 4.2 186,536 6.4   288,996 5.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,177 0.2 5,633 0.2   11,572 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  10,957 0.4 11,991 0.4   18,890 0.3

経常利益    118,974 4.0 180,179 6.2   281,678 4.9

Ⅵ 特別利益    1,947 0.1 2,039 0.1   2,314 0.0

Ⅶ 特別損失    2,099 0.1 8,752 0.3   8,121 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    118,822 4.0 173,466 6.0   275,871 4.8

法人税、住民税 
及び事業税    1,071 0.0 73,380 2.5   32,959 0.6

中間(当期)純利益    117,751 4.0 100,085 3.5   242,912 4.2

前期繰越利益    87,225 ―   87,225 

中間(当期)未処分 
利益    204,977 ―   330,138 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
特別積立金

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 503,000 225,585   74 225,660 112,229 350,000 330,138 792,367 △6,746 1,514,281

中間会計期間中の変動額                     

 剰余金の配当（注）             △38,996 △38,996   △38,996 

 特別積立金の積立（注）           100,000 △100,000 ―   ― 

 役員賞与の支払（注）             △5,700 △5,700   △5,700 

 中間純利益             100,085 100,085   100,085 

 自己株式の取得                 △658 △658 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                     

中間会計期間中の変動額合計 
         (千円) ― ― ― ― ― 100,000 △44,610 55,389 △658 54,731 

平成18年９月30日残高(千円) 503,000 225,585   74 225,660 112,229 450,000 285,527 847,757 △7,404 1,569,012

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) 171,837 1,686,119 

中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当（注）   △38,996 

 特別積立金の積立（注）   ― 

 役員賞与の支払（注）   △5,700 

 中間純利益   100,085 

 自己株式の取得   △658 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △40,155 △40,155 

中間会計期間中の変動額合計 
         (千円) △40,155 14,575 

平成18年９月30日残高(千円) 131,682 1,700,694 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  118,822 173,466 275,871

２ 減価償却費  25,393 27,559 51,993

３ 貸倒引当金の減少額  △1,947 △1,810 △6,316

４ 退職給付引当金の増加額 
  (△減少額） 

 △14,059 4,660 △58,819

５ 受取利息及び受取配当金  △2,515 △2,923 △4,648

６ 支払利息  8,705 8,184 16,398

７ 固定資産除却損  2,099 652 8,121

８ 売上債権の減少額 
  (△増加額) 

 154,982 △49,637 71,597

９ たな卸資産の減少額  33,850 30,854 149,330

10 仕入債務の増加額 
  (△減少額) 

 △91,068 298,598 △263,081

11 その他  4,635 △534 22,266

小計  238,898 489,070 262,713

12 利息及び配当金の受取額  2,515 2,923 4,648

13 利息の支払額  △10,037 △12,171 △19,746

14 法人税等の支払額  △2,142 △28,451 △2,142

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 229,234 451,370 245,473

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払戻 
  による収入 

 ― ― 50,000

２ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △190 △213 △310

３ 長期貸付金の貸付 
  による支出 

 ― △600 ―

４ 長期貸付金の回収 
  による収入 

 1,157 1,036 2,179

５ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △42,876 △13,959 △59,858

６ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △8,513 △17,163 △12,293

７ その他  △679 7,744 △25,386

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △51,102 △23,155 △45,669



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金純増減額  ― ― △20,000

２ 長期借入による収入  ― ― 100,000

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △63,334 △29,994 △120,538

４ 配当金の支払額  △38,028 △38,127 △38,130

５ その他  △848 △658 △1,661

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △102,210 △68,779 △80,330

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  75,921 359,435 119,474

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 355,730 475,204 355,730

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 431,651 834,640 475,204

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  関連会社株式 

   移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

  関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

  関連会社株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し，売却

原価は移動平均法

により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し，売

却原価は移動平均

法により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し，売却

原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ  

  時価法 

(2) デリバティブ  

     同左 

(2) デリバティブ 

     同左 

  (3) たな卸資産 

  製品及び仕掛品 

   個別法による原価法 

  材料 

   移動平均法による原

価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   ただし，平成10年４

月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については定額法 

   なお，耐用年数及び

残存価額については，

法人税法に規定する方

法と同一基準による。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

   ただし，ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては，社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却 

  

  

(3) 長期前払費用 

同左 

  

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損

失に備えるため，一般

債権については，貸倒

実績率により，貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し，回収不

能見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため，当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき，当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上している。

なお，会計基準変更時

差異(970,074千円)に

ついては，15年による

按分額を費用処理して

いる。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため，期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき計上している。 

   なお，会計基準変更

時差異(970,074千円)

については，15年によ

る按分額を費用処理し

ている。 

４ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については，通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方

法 

(1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジによって

いる。 

―――― (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジによって

いる。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段…金利ス

ワップ 

ヘッジ対象…借入金

の利息 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段…金利ス

ワップ 

ヘッジ対象…借入金

の利息 

  (3) ヘッジ方針 

   内部規定に基づき，

ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしてい

る。 

  (3) ヘッジ方針 

   内部規定に基づき，

ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしてい

る。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方

  法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の

累計を比較し，両者の

変動額を基礎にして，

ヘッジ有効性を評価し

ている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方 

  法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の

累計を比較し，両者の

変動額を基礎にして，

ヘッジ有効性を評価し

ている。 

６  中 間キャッシ

ュ・フロー計算

書(キャッシュ・

フロー計算書)に

おける資金の範

囲 

 手許現金，要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い，容易に換金可能であ

り，かつ，価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資。 

同左 同左 

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)

作成のための基

本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は，

税抜方式によっている。 

 なお，仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え，流動負債のその他に含

めて表示している。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は，

税抜方式によっている。 



会計処理の変更 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

   当事業年度より「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）ならびに改正後の「自己株式及

び準備金の額の減少等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年８月11日 企業会計基

準第１号）及び「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準適用指針第２号)を適用して

いる。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお，従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,700,694千円で

ある。 

 なお，当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は，中間財務諸表等規則の改正に伴

い，改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

―――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――― （役員賞与に関する会計基準） ―――― 

   当中間会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用し

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

ている。 

 なお，これによる損益に与える影

響はない。 

      



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,066,038千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,055,076千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,048,345千円 

※２ 担保資産 

   短期借入金800,000千円なら

びに長期借入金32,208千円

(１年内返済予定長期借入金

を含む)の担保として差入れ

ている。 

※３   ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 定期預金 427,000千円

 建物・構築物 214,877千円

 土地 108,730千円

 投資有価証券 130,638千円

※２ 担保資産 

   短期借入金780,000千円の担

保として差入れている。 

  

  

  

※３ 中間期末日満期手形 

   中間期末日満期手形の会計処

理は，手形交換日をもって決済

処理をしている。なお，当中間

会計期間の末日は金融機関の休

日であったため，次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含

まれている。 

  

   受取手形   123,172千円 

   支払手形   167,465千円 

 定期預金 377,000千円

 建物・構築物 201,806千円

 土地 8,316千円

 投資有価証券 21,490千円

※２ 担保資産 

   短期借入金780,000千円の担

保として差入れている。 

  

  

  

※３   ――――― 

  

定期預金 377,000千円

建物・構築物 200,615千円

土地 8,316千円

投資有価証券 20,650千円

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 124千円

 受取配当金 2,391千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 546千円

 受取配当金 2,376千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 675千円

受取配当金 3,972千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 8,705千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 8,184千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 16,398千円

※３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 19,845千円

 無形固定資産 5,547千円

※３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 19,066千円

 無形固定資産 8,493千円

※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 40,228千円

無形固定資産 11,765千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は，次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加 2,457株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項なし。 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項なし。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株)        7,843 ― ―        7,843 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株)        43,796        2,457 ―       46,253 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 38,996 ５ 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 858,651千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△427,000千円

現金及び現金同等物 431,651千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,111,640千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△277,000千円

現金及び現金同等物 834,640千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定 752,204千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△277,000千円

現金及び現金同等物 475,204千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額，

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
有形 
固定資産 
その他 

無形 
固定資産 合計 

  (千円) (千円) (千円) 

取得価額 
相当額 17,062 20,630 37,693 

減価償却 
累計額 
相当額 

9,028 10,409 19,437 

中間期末 
残高 
相当額 

8,034 10,221 18,255 

① リース物件の取得価額相当額，

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
有形
固定資産
その他 

無形
固定資産

合計

  (千円) (千円) (千円)

取得価額 
相当額 15,074 20,630 35,704

減価償却 
累計額 
相当額 

10,269 14,535 24,805

中間期末 
残高 
相当額 

4,804 6,095 10,899

① リース物件の取得価額相当額，

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
有形
固定資産
その他 

無形 
固定資産 合計 

(千円) (千円) (千円) 

取得価額
相当額 15,404 20,630 36,034 

減価償却
累計額 
相当額 

9,070 12,472 21,542 

期末残高
相当額 6,333 8,158 14,492 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 7,476千円

１年超 12,132千円

合計 19,608千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 7,479千円

１年超 4,652千円

合計 12,132千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 7,382千円

１年超 8,423千円

合計 15,805千円

③ 支払リース料，減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,111千円

減価償却費相当額 3,769千円

支払利息相当額 365千円

③ 支払リース料，減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,912千円

減価償却費相当額 3,592千円

支払利息相当額 239千円

③ 支払リース料，減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 8,217千円

減価償却費相当額 7,533千円

支払利息相当額 667千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし，残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし，各期への配分方法に

ついては，利息法によってい

る。 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 114,789 266,791 152,002 

(2) その他 15,002 20,843 5,841 

合計 129,792 287,635 157,843 

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

(1) 関連会社株式 19,000

(2) その他有価証券 

   非上場株式 50

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 115,120 282,977 167,856 

(2) その他 15,002 24,626 9,623 

合計 130,123 307,603 177,479 

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

(1) 関連会社株式 19,000

(2) その他有価証券 

   非上場株式 50



前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

すべてヘッジ会計を適用しているため，注記の対象から除いている。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

金利関連 

 (注) １ 時価の算定方法 

       取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

    ２ 上記金利スワップ契約における想定元本は，この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク 

     を示すものではない。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

すべてヘッジ会計を適用しているため，注記の対象から除いている。 

  

  

  

  

(持分法損益等) 

  

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 114,907 345,412 230,504 

(2) その他 15,002 26,787 11,784 

合計 129,910 372,200 242,289 

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 

(1) 関連会社株式 19,000

(2) その他有価証券 

   非上場株式 50

区分 種類 
契約額等 

(千円) 

契約額等のうち 

１年超(千円) 

時価 

(千円) 

評価損益 

(千円) 

市場取引以外の 

取引 

金利スワップ取引

受取変動 

支払固定 

  

200,000 

  

  

200,000 

  

  

△2,855 

  

  

△2,855 

  

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)



  

関連会社に対する投資の金額(千円) 19,000 19,000 19,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 

(千円)
62,469 66,641 63,451 

持分法を適用した場合の投資利益の 

金額           (千円) 
4,436 3,189 5,418 



 (１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は，以下のとおりである。 

  
２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は，以下のとおりである。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 193.62円 １株当たり純資産額 218.13円 １株当たり純資産額 215.46円

１株当たり中間純利益 15.09円 １株当たり中間純利益 12.83円 １株当たり当期純利益 30.40円

 なお，潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については，潜在株

式がないため記載していない。 

 なお，潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については，潜在株

式がないため記載していない。 

 なお，潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については，潜在株

式がないため記載していない。 

  前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額 
(千円) ― 1,700,694 ―

普通株式に係る中間期

末(期末)の純資産額 
(千円) 

― 1,700,694 ―

普通株式の発行済株式
数      (千株) ― 7,843 ―

普通株式の自己株式数
(千株) ― 46 ―

１株当たり純資産額の

算定に用いられた中間

期末(期末)の普通株式

の数     (千株) 

― 7,796 ―

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益 
(千円) 117,751 100,085 242,912

普通株主に帰属しない 
金額     (千円) 
(利益処分による役
員賞与金) 

        ―
(―) 

―
(―) 

5,700 
(5,700) 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益 (千円) 117,751 100,085 237,212

期中平均株式数(千株) 7,803 7,798 7,802



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に，次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第99期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
東海財務局長に提出。 

            

          



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株 式 会 社 中 央 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製作所

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第99期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社中央製作所の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

株 式 会 社 中 央 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製作所

の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第100期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社中央製作所の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 基 紀 
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